
令和7年度学び支援教室支援事業 義務教育課

登校に不安を抱えている児童生徒
教室での学習や集団活動に不安を抱えている児童生徒 増加

１ 現状と課題

⇒ 安心して生活できる校内環境の整備 学習支援と自立支援の充実

２ 校内組織体制

学び支援教室
担当（専任教員）

加配教員

校長：学び支援教室経営方針の明示
校内サポート体制の構築

在籍学級担任・学年主任

支援員等

SC・SSW・相談員等連携・協力

４ 令和６年度に見られた効果とその要因
出席率の上昇
R５年度→R６年度

小学校38％→52％
中学校32％→39%

○専門的知見（特別支援教育・認知機能トレーニング等）に基づく適切な指導

○学び支援教室に対する校内のサポート体制の確立

児童生徒
対人関係に課題

発達障害(LD、ADHD)
の疑いなど

３ 支援内容

個の状況に応じた学習指導・支援
認知機能トレーニング

在 籍 学 級

復帰支援

学び支援教室

個別の支援計画

学習支援

自立支援

○支援児童生徒を温かく受け入れるための集団づくり

リスク支援

仲間づくり・コミュニケーション能力育成
認知機能トレーニング

専門家のアセスメントを基にした個別の
支援計画

復帰支援
自らの意思により学校へ復帰する児童生徒の受入
（ケアハウス等教育支援センター、家庭等から）

※学び支援教室を利用した欠席90日以上の児童生徒

〇Ｒ７ 学び支援教室支援事業
実践校 ２６市町（４０校）

白石市 蔵王町 大河原町
柴田町 川崎町 角田市
丸森町 塩竈市 利府町
多賀城市 七ヶ浜町 名取市
岩沼市 亘理町 山元町
大和町 富谷市 大崎市
加美町 美里町 栗原市
石巻市 東松島市 登米市
気仙沼市 南三陸町
〇Ｒ７ 研修会を２回、連絡会議を２回
実施

※令和７年度、別室登校等児童生徒支援事業として、別室を設置して学習支援等を行う学校に対し、市町村教育委員会の要請により支援員を派遣。

いじめ・長欠担当等

教科担任

養護教諭

○専門家のアセスメントに基づく個に応じた計画的な支援

指導・助言


